
３高事セ第 777 号

令和４年３月24日

各所属長 様

総務事務センター課長

旅費システムにおける令和３年度末及び令和４年度当初の

留意事項等について（通知）

旅費システムにおける令和３年度末及び令和４年度当初に必要な事務処理、並びに留意事項は下記のとお

りです。職員に周知するとともに、各所属において適切な事務処理をお願いします。

記

１ 令和３年度の旅行命令について

令和３年度予算で作成する旅行命令は、ブラウザ「Internet Explorer」を起動して、現行の新旅費

システムで、原則３月31日（木）までに旅行完結入力、旅行完結決裁を完了させてください。

必要書類がそろわないなどのやむを得ない事情等により３月中に処理が完了しなかった場合には、

別紙１により、最終処理期限の４月６日（水）までに処理を完了させてください。

２ 令和４年度の旅行命令について

令和４年度予算で作成する旅行命令は、ブラウザ「Microsoft Edge」を起動して、第２期新旅費シ

ステムで作成してください。第２期新旅費システムは、令和４年３月25日（金）午前８時から運用を

開始します。

なお、財務会計システムとは令和４年度予算の開始日程が異なりますのでご注意ください。

３ 債権者登録の変更・登録等について

令和４年３月28日（月）に異動後の債権者情報をシステムに反映させますが、新規採用職員・再任

用職員については、別紙２により、各所属で債権者登録を行ってください。

４ 「債権者変更」権限の付与及び決裁システムについて

（１）「債権者変更」権限の付与について

「債権者変更」の権限は、年度が変わることにより自動的に削除されるため、令和３年度に権限を

付与した職員が異動していない場合でも、改めて令和４年度用に権限付与者を、各所属での登録期

間「令和４年４月１日（金) ～４月22日（金）」の間に、別紙３により、物理パソコンで登録して

ください。

（２）決裁システムについて

異動により所属や役職が変更になる職員は、４月１日以降、令和３年度中に決裁システムに保存

した決裁ルート上から自動的に削除されますので、適宜決裁ルート上に決裁者を追加してください。

【問い合わせ先】

会計管理局総務事務センター 旅費担当

Tel：088-823-9703（直通）

（内線：2953、2969）



令和３年度の旅行命令の処理が３月中に完了しなかった場合について

１ 異動する職員の旅行命令が処理できなかった場合

令和３年度の旅行命令の最終処理期限は、令和４年４月６日（水）です。

当該職員の旧所属において、旅行完結を代理入力により処理してください。機構改革による統廃合

がなかった所属は、特別な権限は必要ありませんので、所属職員であれば完結処理が可能です。

２ 決裁者として設定した職員が未決裁のまま異動した場合

決裁ルートに決裁者として設定した職員が未決裁のまま異動すると、異動先に旧所属の旅行命令の

決裁（変更・完結を含む）が回るため、以下により対応してください。

ア 決裁ルートに異動していない職員がいる場合

当該職員が、異動した職員を決裁ルートから削除し新たな決裁者を決裁ルートに設定してください。

イ 未決裁の職員が全員異動したが、旅行命令の作成者は異動していない場合

既に発出している決裁ルートは変更することができませんので、作成者が決裁の取下げ処理を行っ

た後、新たな決裁ルートを作成し、再度決裁に回してください。

ウ 作成者も含め全員が異動した場合

当該所属の職員が、代理入力により旅行完結等の処理を行った後、新たな決裁ルートを作成し、再

度決裁に回してください。

３ 機構改革により廃止された所属の旅行命令が処理できなかった場合

機構改革により廃止された所属において、旅行完結等の処理が完了していない旅行命令がある場合

は、事務を引き継いだ所属の職員に、廃止所属の権限を付与したうえで、旅行完結の入力及び決裁等

の処理を行ってください。

ア 廃止所属の権限付与

別紙1-1「旅費システムにおいて権限付与（削除）が必要な職員一覧」を、会計管理局総務事務

センターに提出してください。（４月１日以降、随時総務事務センターで権限付与を行います。）

イ 旅行完結等の処理

廃止所属の権限を付与した職員が代理入力し、廃止所属の事務を引き継いだ所属の旅行命令権者

の決裁を受けてください。

別紙 １



執行機関コード

所属名

権限種別 所　属　名 執行機関ｺｰﾄﾞ

(例） XXXXXX 土佐　花子 権限付与 一般職員 XXXXXX課 XXXXXX

債権者変更 XXXXXX課 XXXXXX

(例） XXXXXX 高知　太郎 権限削除 債権者変更 XXXXXX課 XXXXXX

1

2

3

4

5

旅費システムにおいて権限付与（削除）が必要な職員一覧

No. 職員番号 氏　　　名 処理区分
付与（削除）が必要な

備　　　考
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債権者登録の変更・登録等について

１ 異動する職員の債権者登録の変更処理

令和４年３月28日（月）に、異動後の債権者情報を自動的に旅費システムに反映させます。
ただし、「職名」等については、自動的に反映することができませんので、「職名」、「住所」及び「勤

務先所属」については、必要に応じて各所属で変更処理をお願いします。

人事異動に伴い債権者登録の変更処理が必要となるのは、次のような場合です。

ア 職名が変更になった場合

「職名」欄を変更

イ 住所を変更した場合

「住所コード」、「番地」欄を変更

ウ 職員が勤務する公署が人事所属と同一でない場合

「勤務先所属コード（本務）」欄を変更

＊地域支援企画員や地域防災駐在、出先機関内の支所等の場合は各自で確認をしてください。

異動した職員の債権者登録変更処理の詳細については、別紙2-2を参照してください。

２ 新規採用職員・新たに再任用となった職員の債権者登録

新規採用職員・再任用職員については、各所属で債権者登録を行ってください。

債権者コードに誤りが生じないよう、送信前に十分確認してください。

ア 退職後、再任用となった職員については、新たに付与された職員番号（７で始まる６桁の番号）

で債権者登録を行ってください。

なお、旅行命令簿を作成する際、入力支援画面の旅行者コードは退職後５年間表示されますので、

再任用となった職員が旅行を行う場合には現職時のコードを使用しないよう注意してください。

イ 住所不正エラーとなった場合は、会計管理局イントラの総務事務センターの旅費関係の書式等に

掲載している「旅費システム債権者情報の自宅位置の登録（修正依頼）様式」を旅費事務センター

まで送付してください。

３ 令和４年度の権限付与が別途必要となる場合

４月１日時点では、原則、自所属（人事発令所属）の処理権限が付与されますが、次のような場

合には、別途権限付与を行う必要がありますので、別紙1-1「新旅費システムにおいて権限付与が

必要な職員一覧」を会計管理局総務事務センターに提出してください。

ア 総務担当課での集中処理や機構改革に伴う事務の移管等により、令和４年度の自所属（人事発令

所属）以外での処理を行う必要がある場合

※兼務・併任発令がされていても、権限付与の作業が必要な場合があります。

イ 異動する職員本人が、３月中に異動先の所属での旅行命令を入力しようとする場合

※異動先の所属において代理入力する場合は、権限付与の必要はありません。

ウ 副部長など人事所属が「部付」の職員が旅費システムを使用する場合

人事所属が「部付」である職員は、旅費の権限が正しく付与されていないことがあります。

人事異動がなかった場合でも、年度当初に権限付与が必要な場合がありますのでご確認ください。

４ 旅費予算の移動（本課のみ）

予算計上課が予算を他所属に移動する場合は、財務会計システムの「配当替」「令達」で旅費予算

を動かすと公金振替の際にエラーになることがありますので、旅費システムの「割当」「配分」に

より行ってください。

別紙 ２



第２期新旅費システムへのログイン方法

１ ログインするためのユーザＩＤ、パスワード

２ ログイン方法

市町村（学校組合）

立学校

学校ごとに1つずつ配布している旅費システム用のユーザ

ＩＤ、パスワードを使用してください。

県立学校

庁内業務システムを利用する際のアカウントとして通知されてい

るユーザＩＤ、パスワードを使用してください。
公安委員会

上記以外の職員

（知事部局等）

市町村（学校組合）

立学校

教育ネットのポータルサイトを利用できるパソコンの場合は、「コ

ンテンツメニュー」の「第２期新旅費システム」からログインして

ください。

県立学校

学習系パソコンの場合は、教育ネットのポータルサイトにある「コ

ンテンツメニュー」の「第２期新旅費システム」からログインして

ください。

また、校務系パソコンの場合は、高知県イントラトップページに

あるメニュー画面から、

「第２期新旅費システム（令和４年度予算から）」

を選択してログインしてください。

教育委員会事務局
県庁ネットワークに接続されたパソコンを使用して、ＶＤＩ環境

にある庁内イントラのメニュー画面から、

「第２期新旅費システム（令和４年度予算から）」

を選択してログインしてください。

なお、第２期新旅費システムは「Ｅｄｇｅ」を基本ブラウザとし

て動作しますので、ログインする前に、デジタル政策課の令和４年

２月22日付け通知に沿ってＶＤＩ環境の切り替え作業を実施してお

いてください。

【補足】

令和３年度予算までの旅行命令は、引き続き現行の新旅費システ

ムで処理しますので、その際は、ＶＤＩ環境にある庁内イントラの

メニュー画面から、

「新旅費システム（令和３年度予算まで）」

を選択して、ログインしてください。現行の新旅費システムは、令

和４年６月の令和３年度決算処理まで利用できます。

公安委員会

上記以外の職員

（知事部局等）
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債権者情報変更時の留意事項

１．債権者情報への所属異動情報の反映

令和４年度に異動した職員の債権者情報については、令和４年３月２８日（月）

に自動的に旅費システムに反映します。

異動職員について、令和４年度の旅行命令簿（令和４年４月１日以降の旅行日

のもの）を作成する際は、所属情報等が正しく反映されているか確認をお願いし

ます。

２．旅行命令簿への公署表示について

令和４年度の旅行命令簿（令和４年４月１日以降の旅行日のもの）作成時に、

異動職員については、自動的に新たな所属が反映されます。

ただし、３月２５日（金）に作成する場合、異動職員は正しい公署の表示がさ

れません。

債権者Ａさん：会計管理課から総務事務センターに異動

会計管理課 総務事務センター

６

（１）３月２８日（月）以降に４年度命令簿作成

（２）３月２５日（金）に４年度命令簿作成

＜対 応＞

上記のように、令和４年度旅行命令簿を作成する場合、３月２８日（月）以降

と３月２５日（金）で取扱いが異なりますので、次のことに留意して処理を行っ

てください。

３年度

3/28

総務事務センター

４年４月１日発令の

履歴が登録される。

４年度

４年度 旅行命令簿

債権者：Ａ

公署：総務事務センタ－
３月２８日は新所属取り込み

以降の作成のため正常表示。

４年度 旅行命令簿

債権者：Ａ

公署：会計管理課

３月２５日は新所属取り込み前

の作成のため、新所属の表示が

できない。
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（１）３月２８日以降に、異動した職員の新所属で旅行命令を作成する場合の処理

令和４年３月２８日に自動的に旅費システムに異動情報が反映されますが、次

の場合には、必要に応じ、【８９０ 債権者変更】業務により、各所属で変更の入

力をしてください。

債権者変更権限を付与されている職員かシステム利用可能な本人が変更できま

す。

ア 職名が変更になった場合（自動的には反映されません）

「職名」欄を変更

イ 人事異動に伴い住所を変更した職員

「住所コード」、「番地」欄を変更

ウ 職員が実際に勤務する公署が人事所属と同一でない場合

「勤務先所属コード（本務）」欄を変更

＊土木事務所の支所など、人事所属と勤務先所属が異なる

場合は正しく登録されているか確認してください。

（２）３月２５日に、異動した職員の新所属で旅行命令を作成する場合の処理

まだこの時点では次年度の所属の取り込みができていないため、債権者登録を

手処理で修正が必要になります。

※ 「処理区分」は必ず「異動」を選択してください。

ア 人事所属及び勤務先所属の登録変更

（ア）所属の債権者変更権限が付与されている職員が処理する場合

① 異動した職員の旧所属において、【８９０ 債権者変更】業務により、

「人事所属」を新しい所属に変更し、「勤務先所属」も処理区分：異動

発令日 令和 04/04/01で新所属へ変更してもらってください。

② ①で変更ができなかった項目がある場合は、異動した職員の新所属に

おいて、【８９０ 債権者変更】業務により変更してください。

☆職員が実際に勤務する公署が人事所属と同一でない場合は、「勤務先所属

（本務）」欄は、当該職員が実際に勤務する公署を登録するよう注意してくだ

さい。

（イ）職員本人が処理する場合

（ア）のすべての処理を行うことが可能です。

イ 職名及び住所の登録変更

次の場合は、必要に応じ各所属で変更の入力をしてください。債権者変更

権限を付与されている職員かシステム利用可能な本人が変更できます。

（ア）職名が変更になった場合

「職名」欄を変更

（イ）人事異動に伴い住所を変更した職員

「住所コード」、「番地」欄を変更

職名あるいは住所を変更し送信

（「処理区分」は選択しない）

既に今回の異動情報が反映されて

いる場合、「処理区分」は「訂正」

を選択



３．債権者変更時の注意事項

旅費システムでは、債権者の勤務先所属について、兼務所属対応のため、３つ

の所属の入力を可能とするとともに、所属異動発令日を入力することにより、所

属の履歴管理も行っていますので、入力する際には注意してください。

（１）何らかの事情により勤務先所属が自動反映されていない場合は、処理区分を

「異動」とし、勤務先所属、所属異動発令日（令和０４/０４/０１）を

入力し、送信してください。

＜「異動」の操作方法＞

下記画面の①人事所属・③本務・④発令日を下記のとおり変更入力し、②「処

理区分」は、必ず「異動」を選択して送信してください。

【８９０：債権者変更】

（２）今回の異動分の新たな本務所属は反映されているが、実際に勤務する公署と

異なる場合は、処理区分を「訂正」とし、送信してください。

新たな兼務所属が反映されていない場合も同様です。

＜「訂正」の操作方法＞

下記画面の③本務を下記のとおり変更入力し、②「処理区分」は、必ず

「訂正」を選択して送信してください。

①

② ④

③

会計管理課から総務事務センターへ異動で

自動反映されていない場合



【８９０：債権者変更】

（３）「処理区分」を「訂正」にすると最新の履歴情報を更新することになります

ので、「訂正」は最新の履歴内容の入力に間違いがあった場合のみ選択して

下さい。

（４）「異動」を選択すべきところを誤って「訂正」で処理した場合は、旧年度の

旅行命令（変更・完結など）が処理できなくなりますので注意してください。

（５）また「訂正」すべきところを誤って「異動」で処理した場合は、「削除」に

より処理すると最新履歴を削除し一つ前の状態が最新となりますので、再度、

最新履歴の内容訂正を行って下さい。

既に今回の異動情報が反映されている

が、実際の公署と異なる場合

実際の公署は室戸事務所



「債権者変更」権限の付与及び決裁システムについて

１ 「債権者変更」権限の付与

「債権者変更」権限の付与は、職員の旅費振込口座以外の債権者情報及び外部依頼者の債権者情

報を変更できる職員を旅費システムに登録する作業です。

「債権者変更」の権限は、年度が変わることにより自動的に削除されるため、令和３年度に権限

を付与した職員が異動していない場合でも、改めて令和４年度用に権限付与者を登録する必要があ

ります。

なお、４月22日（金）を過ぎると所属での登録はできなくなりますので、期限内に作業を行うよ

うにしてください。

ア 各所属での登録期間

令和４年４月１日(金)～４月22日（金）

イ 登録方法

別紙3-1「所属での権限付与の設定手順」を参照してください。

なお、登録した情報は登録の翌日から反映されます。

物理パソコンで処理を行ってください。

２ 決裁システム

令和４年４月１日付け人事異動により所属や役職が変更になる職員については、４月１日以降、

令和３年度中に決裁システムに保存した決裁ルート上から自動的に削除されますので、適宜決裁ル

ート上に決裁者を追加設定し、再度保存を行ってください。

別紙 ３



1 はじめに

第２期新旅費システムでは、口座情報も含めて職員の債権者情報の変更については、本人

又は債権者変更権限付与者が処理を行うことができます。また、外部依頼者など特定債権者

の情報変更は、債権者変更権限付与者のみ処理を行うことができます。

各所属においては、次の手順に基づき、債権者変更権限を職員に付与する設定と、旅行命

令情報送信者（所属決裁者）の設定（電子決裁所属は不要）を行ってください。

なお、口座情報の変更処理は、各所属で行うことはできますが、各所管課での確認処理が

行われませんと修正処理は確定しませんので、注意してください。

※１ 権限付与者は複数設定できます。

※２ 各所管課

市町村立学校：教職員・福利課

公安委員会：警察本部会計課

公営企業局：電気工水課、県立病院課

上記以外：総務事務センター

２ 権限付与に関するスケジュール

各所属において、債権者情報の変更権限と、旅行命令情報送信者の権限を設定することが

できるのは、令和４年４月１日（金）～２２日（金）の期間です。４月２２日（金）を過ぎ

ると所属での設定はできなくなりますので、必ず期間内に権限の設定を行ってください。

３ 設定を行うパソコン

※県庁ＬＡＮに接続されているパソコン（物理パソコン。県立学校は校務用パソコン）から

設定を行ってください。

所属での権限付与の設定手順

別紙3-1



４ 権限付与の手順

No. 操作 画面

１ デスクトップにある次のアイコンをダブルクリ

ックして、インターネットエクスプローラを起動

します。

（デスクトップに見つからない場合は、スター

トメニュー → プログラムにあるアイコ

ンでも同じです）

２ アドレスバーに以下のアドレスを入力して、

Enter を押します。

または、下記アドレス上で右クリックし、

「手のひらモード」に設定後、再度アドレスを

クリックし、「はい」をクリックすると個人認証画

面が表示されます。

http://bsiis.pref.kochi.jp/ninsyo/ryo/Certify.htm

学校現場は以下のアドレス

http://bsiis.pref.kochi.lg.jp/ninsyo/ryo/Certify.

htm

3. 右の画面が表示されます。

①ユーザ ID と②パスワードを入力して最後に③

認証をクリックします。

ユーザ ID とパスワードには第２期新旅費システ

ムへのログインに使用しているものを入力して

ください。

①
②

③

最初に表示される内容は、パソ

コンによって異なります。

http://bsiis.pref.kochi.jp/ninsyo/ryo/Certify.htm
http://bsiis.pref.kochi.lg.jp/ninsyo/ryo/Certify.htm
http://bsiis.pref.kochi.lg.jp/ninsyo/ryo/Certify.htm


No. 操作 画面

４ 右の画面が表示されます。

①権限付与（自所属）をクリックします。

５ 右の画面が表示されます。

①権限を付与するまたは権限を取り外す職員の

氏名をクリックします。

①

①



６. 右の画面が表示されます。

【権限を付与する場合】

①執行機関と②権限を選択し、最後に③権限を付

与しますをクリックします。②権限のコンボボッ

クスでは、債権者情報の変更権限を付与する場合

には「債権者変更」を、決裁送信の権限を付与す

る場合には「所属決裁者」をそれぞれ選択してく

ださい。

（複数の執行機関と権限を一度に付与できます。

しかし、執行機関には自所属しか選択できませ

ん。）

【権限を取り外す場合】

その職員に現在付与されている権限の一覧が④

に表示されています。取り外す権限の「削除」欄

をクリックしてチェックを入れて、⑤権限を削除

しますをクリックします。

７ 右の画面が表示されます。

【終了する場合】

①×をクリックします。

（ブラウザが終了します。）

【この職員への権限の付与をやり直す場合】

②権限付与画面をクリックします。

⇒６の画面に戻ります。

【続けて別の職員への権限の付与を行なう場合】

③職員選択画面をクリックします。

⇒５の画面に戻ります。

①

②③

① ②

③
④

⑤
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